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１　三沢市教育委員会の基本理念 

 

三沢市教育委員会は「世界と向き合いＭＩＳＡＷＡの未来を担う

人づくり」の基本理念の下、グローバル化、超スマート社会の到来

と、予測困難で変化の激しい社会を、世界の人々との関わりを基盤

に生き抜く人物像を掲げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

挑戦　 “夢に挑む人” 

 

共生　 “共につながる人” 

 

創造　 “新しい世界をつくる人”

目指す人物像 

３つの
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２　三沢市教育振興基本計画アクション

プランについて 

 

三沢市教育委員会では、教育基本法第１７条第２項に基づき、令和７年度から令和１１

年度までの５年間を計画期間とし、各基本方針・政策目標を盛り込んだ「三沢市教育振興

基本計画」を策定しました。 

本アクションプランは、本計画に掲載した各重点施策を実現するための単年度の実施計

画として、各事業の具体的な取組をまとめています。 

 

 

 

　 

基本計画 

 

 

 

 

実施計画 

 

 

 

 

三沢市教育振興基本計画の推進のために実施する施策については、毎年度、実施している教

育委員会の事務の管理及び執行に関する点検・評価について、外部評価委員による第三者評価

を行い、その結果に関する報告書を作成し、それを議会に報告するとともに広く市民に公表し

ています。また、本計画は本市の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱とし

て位置付けています。そのため、取組状況については総合教育会議において、市長と教育委員

会が検証・協議を行い、それを通してＰＤＣＡサイクルによる成果の検証と計画の効果的な見

直しを行っています。 

 

2026 年度 
アクション

プラン

2027 年度 
アクション

プラン

2028 年度 
アクション

プラン

2029 年度 
アクション

プラン

2025 年度 
アクション

プラン
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３　教育振興基本計画体系図 
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(１)　確かな学力・豊かな人間性・ 健康な体の育成 

(２)　児童生徒の主体的な学びを支える教員の指導

力向上 

(３)　自己肯定感を育てる教育相談の充実 

(４)　地域と共に歩む学校の構築 

(５)　共生社会の実現に向けた支援

(16)  歴史・文化の価値や魅力に対する理解と活用 

(17)  伝統芸能・技術の継承 

(18)　 文化・芸能活動の振興

(13)  学校・家庭・地域コミュニティの連携・協働 

(14)  生涯学習の充実 

(15)   社会教育施設の活用

(10)  教育力向上のための人的支援    

(11)   学習機会の確保 

(12) 　中学校部活動の地域展開の推進

(６)　快適な教育環境の整備 
(７)  新しい時代の学びを支える ICT 環境の整備 
(８)　教職員の健康の保持・増進 
(９)　学校給食の充実

(19)  英語によるコミュニケーション能力の育成    

(20)   異なった文化や習慣をもつ人々との交流

(23)  文化財の保護・保存と公開・活用
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５  いつでも、どこでも  
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 ６  ふるさとの文化継承　
 と地域発信ができる　
 文 化 活 動 の 推 進 　　　

９  国 史 跡 指 定 の 実 現    
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(21)  「ふるさと MISAWA」を創る人の育成 

(22)  「習慣は第二の天性」の推進

8 未 来 を 創 る 生 き 方  
   教 育 の 推 進        

２  共 に 学 ぶ こ と が  
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教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

４　主な事業一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

政策目標 1　知・徳・体の調和のとれた「未来を拓く力」の育成 

◆重点施策（１） 確かな学力・豊かな人間性・健康な体の育成　・・・・・・５ 

◆重点施策（２） 児童生徒の主体的な学びを支える教員の指導力向上　・・・９ 

 

政策目標 2　共に学ぶことが楽しい学校づくり 

◆重点施策（３） 自己肯定感を育てる教育相談の充実　・・・・・　・・・１１ 

◆重点施策（４） 地域と共に歩む学校の構築　・・・・・・・・・・・・・１３ 

◆重点施策（５） 共生社会の実現に向けた支援　・・・・・・・・・・・・１５ 

 

政策目標 3　安心・安全な教育環境づくり 

◆重点施策（６） 快適な教育環境の整備　・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

◆重点施策（７） 新しい時代の学びを支えるＩＣＴ環境の整備　・・・・・１９ 

◆重点施策（８） 教職員の健康の保持・増進　・・・・・・・・・・・・・２０ 

◆重点施策（９） 学校給食の充実　・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

 

政策目標 4　質の高い支援体制づくり 

◆重点施策（10）教育力向上のための人的支援　・・・・・・・・・・・・２３ 

◆重点施策（11）学習機会の確保　・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

◆重点施策（12）中学校部活動の地域展開の推進　・・・・・・・・・・・２５ 

 

政策目標 5　いつでも、どこでも、誰でも学べる機会の提供 

◆重点施策（13）学校・家庭・地域コミュニティの連携・協働　・・・・・２６ 

◆重点施策（14）生涯学習の充実　・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

◆重点施策（15）社会教育施設の活用　・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

 

政策目標 6　ふるさとの文化継承と地域発信ができる文化活動の推進 

◆重点施策（16）歴史・文化の価値や魅力に対する理解と活用　・・・・・３０ 

◆重点施策（17）伝統芸能・技術の継承　・・・・・・・・・・・・・・・３１ 

◆重点施策（18）文化・芸能活動の振興　・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

 

政策目標 7　グローバル社会で生きるコミュニケーション能力の育成 

◆重点施策（19）英語によるコミュニケーション能力の育成　・・・・・・３４ 

◆重点施策（20）異なった文化や習慣をもつ人々との交流　・・・・・・・３７ 

 

政策目標 8　未来を創る生き方教育の推進 

◆重点施策（21）「ふるさとＭＩＳＡＷＡ」を創る人の育成　・・・・・・３８ 

◆重点施策（22）「習慣は第二の天性」の推進　・・・・・・・・・・・・３９ 

 

政策目標 9　国史跡指定の実現 

◆重点施策（23）文化財の保護・保存と公開・活用　・・・・・・・・・・４１ 
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政策目標１ 知・徳・体の調和のとれた「未来を拓く力」の育成

 ◆重点施策（１）確かな学力・豊かな人間性・健康な体の育成
 施策の方向性

  児童生徒の確かな学力や豊かな人間性を育むため、教員の資質向上と学力向上のための授
業改善、指導の充実・深化を目指す研究を推進し、個別最適な学びと協働的な学びの一体的
充実に取り組みます。 
 また、学校保健、学校給食・食育の充実を推進することで、児童生徒の健康な体の育成に
努めます。 

 
事業名 ①学力・知能検査事業

当初予算額 
（千円）

4,992 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○小学校２・５年生と中学校１・３年生を対象に知能検査を実
施する。 

○小学校全学年を対象に学力検査、中学校１・２年生を対象に
総合学力検査を実施する。 

 

継続

 現状と課題 ○知能検査により知的特性を把握し、一人一人に応じた指導が行われている
が、まだ十分であるとは言えない状態である。また、学力については、全国
水準を下回る教科もみられるので結果の分析を適切に行い、身に付けなけ
ればならない資質・能力を明らかにし、授業改善につなげる必要がある。 

 今年度の重点 ○児童生徒の学習意欲を育てるために、主体的に学びに向かう授業を目指す。 
○小学校においては、１月末に学力検査を実施し、その結果をもとにアシス

トシート等を活用して効果的な指導を行う。 
○中学校においては、中学校１・２年生を対象に、11 月末から 12 月上旬に

総合学力調査を実施し、その結果をもとに年度内に効果的な指導を行う。 
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事業名 ②教科研究指定校事業

当初予算額 
（千円）

386 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○古間木小学校と三沢小学校と第二中学校を発表校として委
嘱し、それぞれ１０月に研究授業を公開する。 

○研究委託校となる令和９年度発表校は、三沢市内にはなし。 
○指導助言のため総括主幹・指導主事を派遣する。 

   

継続

 現状と課題 ○昨年度より発表校が、小学校１～２校、中学校１校となった。今年度は中学
校の４教科研修会の廃止により、各校への参加者がさらに増加すると考え
られる。そのため、駐車場の確保等も含め、各校の運営の工夫が必要とな
る。 

 今年度の重点 ○教員の資質向上と授業改善、指導の充実・深化に寄与できるよう指導助言
を行う。 

○学校の負担軽減につながるよう今後の会場サイクル等を検討する。

 
事業名 ③市教育振興会連携事業

当初予算額 
（千円）

2,150 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○全６年生が一人一種目参加する小学校陸上競技大会を実施
する。 

○小・中学校音楽交歓発表会は国スポ開催のため休止とする。
ただし、カトリック幼稚園、上久保小、岡三沢小、木崎野小、
三沢小、古間木小、第一中、第五中による合唱を録画し、三
沢市ケーブルテレビジョンで放映し、代替とする。 

   
 

継続

 現状と課題 ○令和７年度からは体育部会と音楽部会の２部会となったが、今後も教育効
果と業務軽減の視点から検討が必要と思われる。児童生徒の発表の機会が
あり、保護者や地域の方々の評判は良いが、各校では運動会や学習発表会・
文化祭等を行い、児童生徒の発表の機会は設定している。学校間の交流の必
要性という視点でも考えていきたい。

 今年度の重点 ○陸上競技大会は、学校職員の当日運営役員や会議回数を減らし、開催準備
に関する業務を事務局で行うなど、各校の負担を軽減の上、他課職員や保護
者ボランティアの協力を得て実施する。 

○音楽交歓発表会は、各校の事務作業等の負担を軽減を図り、１校あたり 
１０分程度の内容で収録する。 
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事業名

④学校保健会連携事業 
(健康教育発表会等)

当初予算額 
（千円）

575 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○歯の健康づくりのために、小学校新入学児童へ歯ブラシを配
付する。 

○第五中学校を発表校として委嘱し、１２月に健康教育研究発
表会を実施する。 

○眠育に関する生き活き健康講話を希望する学校で実施する。

   

継続

 現状と課題 ○健康教育研究発表会は、発表校の健康教育に関する取組を共有したり、参加
者による情報交換に対して講師から助言をいただいたりと、貴重な交流と
場となっている。また、生き活き健康講話は、生活習慣づくりにおける睡眠
の大切さを学ぶ機会となっている。今後は、スマートフォンの所持率が上が
っているため、情報モラル指導とともに睡眠時間や目の健康等、児童生徒の
健全な育成に努めなければならない。  

 今年度の重点 ○健康教育研究発表会は、児童生徒の健康な生活づくりをテーマに実施する。 
○生き活き健康講話は、眠育をテーマに実施する。 
 

 
事業名 ⑤児童生徒の健康診断の実施

当初予算額 
（千円）

3,112 担当課 学務課

 事業の概要 ○学校保健安全法の規定に基づき、市内小中学校の児童生徒に
対し、健康診断を実施し健診後治療が必要な児童生徒に対し
て治療勧告を行う。学校保健安全法の規定に基づき、市内小
中学校の児童生徒に対し、健康診断を実施し健診後治療が必
要な児童生徒に対して治療勧告を行う。 

※主な検診内容：内科検診、歯科健診、眼科健診、耳鼻咽喉科
健診、運動器検診、貧血検査、心電図検査、尿検査 

   
 

継続

 現状と課題 ○毎年４～６月の時期に、必要な健康診断を実施し、健康の保持増進を図って
いる。児童生徒への配慮の仕方や、各健康診断の実施マニュアルの変更点
等、医師・学校との確認が必要な場合がある。 

 今年度の重点 ○滞りなく健診が行われるよう、担当医や学校との連絡調整を図る。改善点
があれば、それを集約し、次年度の運営に生かす。 
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事業名 ⑥フッ素洗口事業

当初予算額 
（千円）

1,571 担当課 学務課

 事業の概要 ○「お口の健康から、からだの健康へ」を目指し、児童生徒の
むし歯予防対策の一環として、市内全ての小中学校の希望者
を対象に週１回フッ素洗口を行う。

   

継続

 現状と課題 ○フッ素洗口の実施率は直近５年間で小・中学校とも 96％以上を維持し、ま
た、永久歯の１人当たりの平均虫歯数は、開始年度の平成 12 年度の小中平
均 2.7 本だったところから、直近５年間は 0.5 本を下回る状況になってい
る。 

 今年度の重点 〇安全にフッ素洗口が行われるよう、薬剤師や学校との連絡調整を図る。改
善点があれば、それを集約し、次年度の運営に生かす。 

 万が一に備え、学校歯科医や学校医と情報共有できるようにする。

 

事業名
⑦食育の推進（食育出前授業、

給食時間における食に関する指

導、がんばるメニュー）

 
当初予算額 
（千円） 930 担当課

教育総務課 
(学校給食センター)

 事業の概要 ○「食育出前授業」：食育の推進を図るため、市内全小中学
校に栄養教諭等が出向き、食に関する様々なテーマで授業
を実施する。 

○「給食時間における食に関する指導」：学校における給食
時間の在り方を把握するとともに、成長期にある児童生徒
が、バランスの取れた食事を摂ることの大切さを理解でき
るよう、小学校 5 年生、中学校 1 年生を対象として、給食
時間に訪問し、望ましい食習慣を身に付ける指導を実施す
る。  

〇「がんばるメニュー」：年に 3 度（運動会・中体連新人大
会・受験）の、児童生徒にとって大切なイベントの前に、
1 人当りの賄材料費を 100 円程度増額（市負担）し、特別
メニューを提供する。

   
 
 
 
 

継続

 現状と課題 〇「食育出前授業」は、学校からの要望に対し全て対応し、小学校 68 回、中
学校 16 回を実施。また、「給食時間における食に関する指導」は、市内全
小中学校で 12 回実施するとともに、「がんばるメニュー」は、市が予算措
置し、市内全児童生徒に対し、年に 3 回実施した。【令和 7 年度実績】

 今年度の重点 ○児童生徒が食生活に関心を持ち、食事の大切さの理解を深めるため、食育
出前授業を実施する等、児童生徒に「食」に関する知識を教えるだけではな
く、正しい食事のあり方と望ましい食習慣を身に着けてもらうことを目指
して、ＩＣＴも効果的に活用し食育に取り組む。 
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 ◆重点施策（２）児童生徒の主体的な学びを支える教員の指導力向上
 施策の方向性

  教員の指導力向上のため、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善の支援や、
新しい時代に求められる資質・能力を育む学校教育指導の方針整備を推進します。 

 
事業名 ①学校訪問事業

当初予算額 
（千円）

837 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○5 月から 7 月にかけて計画訪問を実施する。 
〇各校の要請に応じて訪問を実施する。 
○助言指導力向上のため各種研修会に参加する。 

継続

 現状と課題 〇計画訪問は各校年１回行っている。校内研究への要請は年間３０回以上行
っている。また、「共に授業を語る会」や「研修部サポート事業」などを活
用し、訪問する機会も増えている。今後も適切な助言が行えるよう指導力向
上を図らなければならない。 

 

 今年度の重点 ○計画訪問については、実施後各校にアンケートを取り、事業の質向上を目指
す。 

○各校の要望にこたえられるよう研鑽に励む。 

 

 
事業名 ②教員研修

当初予算額 
（千円）

200 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○授業づくり、タブレット活用、英語教育、特別支援教育、縄
文バスツアー等を実施する。 

〇授業を語る会と研修部サポート事業は、年間通して実施す
る。

   

継続

 現状と課題 〇各講座の参加人数は５名から２５名である。現在は自分の資質能力向上の
ため主体的にブラッシュアップを図らなければならない。そのためにも教
員が望んでいる講座、魅力のある講座を計画する必要がある。 

 

 今年度の重点 ○訪問や校長会・教頭会を通して、講座案内をし希望者を増やす。 
○新たな発見、満足する内容となるように講義や活動を工夫する。 
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事業名

③学校教育指導の方針と重点の
作成・配布

当初予算額 
（千円）

474 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○三沢市の指導の方針と重点等を一冊にまとめて配付する。 
〇内容及び体裁の見直しを行う。   継続

 現状と課題 〇各校で調べたり確認したりしたいときにすぐに見られるよう内容を吟味し
て一冊にまとめている。しかし、社会の変化が急速に進むので、内容や体裁
の検討が必要になってくる。 

 

 今年度の重点 ○訪問時、重点について説明をする。 
○より有効に活用できるよう見直しを行う。 
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政策目標２ 共に学ぶことが楽しい学校づくり

 ◆重点施策（３）自己肯定感を育てる教育相談の充実
 施策の方向性

  学校生活に何らかの困り感をもつ児童生徒たちのために、その要因を軽減し、人間関係づ
くりの力をはぐくみ、自立と学校への再登校を目指し、教育相談室や各校と連携しながら、
様々な不安や問題の解消を求める児童生徒への相談・助言を行い、不登校等の解消や未然防
止に努めます。 

 
事業名 ①心の教室相談員配置事業

当初予算額 
（千円）

19 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○市内小中学校６校（木崎野小、岡三沢小、おおぞら小、第一
中、第三中、第五中）に相談員を配置し、児童生徒の様々な
不安や問題の解消を図る。 

〇児童生徒への相談・助言を行い、不登校等の未然防止及び解
消に取り組む。 

 

   
 

継続

 現状と課題 〇近年、相談件数が増加し内容も多様化している。解消に向けて苦慮するケー
スもみられるが、他の教職員とも連携しながら根気強く対応することがで
きている。また、児童生徒の一時的な学習の場としての役割も果たしている。 

 

 今年度の重点 ○児童生徒の多様な心理課題に対応し、安心して学校生活が送れるよう支援す
る。 

○サインを見逃さず、早期に対応することを重視する。 
○校内教育支援センターとしての役割を明確化する。 
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事業名 ②教育相談センター設置事業

当初予算額 
（千円）

355 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○相談員２名を配置し、家庭及び各校からの教育相談に対し、
必要な助言指導を行い、児童生徒の健全育成及び不登校児童
生徒の学校復帰や社会的自立を図る。 

〇児童生徒や保護者への相談・助言を行い、不登校の未然防止
及び解消に取り組む。 

   
 

継続

 現状と課題 〇相談件数が前年度よりも減少しているが、不登校児童生徒数は増加してい
る。引き続き、学校との連携を強化する必要がある。 

 今年度の重点 ○児童生徒や保護者への心理的サポートを行う。 
○事業の周知を含めた関係機関との連携を強化する。 

 
事業名 ③適応指導教室設置事業

当初予算額 
（千円）

（355） 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○適応指導員５名を配置し、うち２名は三沢小と堀口中専属と
して一人一人に応じた適応指導を実施する。令和７年度より
適応指導教室の名称を「ビードルーム」と変更した。 

〇不登校児童生徒に対して、学習面での支援や人間関係づく
り、学校生活への適応などのサポートを実施する。 

   

継続

 現状と課題 〇通室児童生徒数は現在１０名程度であり、昨年度より減少している。学校
や関係各所と積極的に連携することにより、学校復帰できたケースもみら
れた。令和７年度から不登校児童生徒の多い学校へ指導員を派遣している。 

 今年度の重点 ○不登校児童生徒の居場所としての役割を担う。 
○学びと体験の場を提供し、人間関係づくりの力を育むと同時に自立と学校

への再登校を目指す。 
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事業名 ④ＳＳＷ派遣事業

当初予算額 
（千円）

166 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○スクールソーシャルワーカーを３名配置し、小学校２校（古
間木小、上久保小）中学校１校（第二中）を拠点校とする。 

〇児童生徒の学校生活の諸問題だけでなく、家庭生活に対する
支援や外部機関との連携を図る。

   

継続

 現状と課題 〇相談件数は５００件程度と昨年度より減少しているが、ＳＳＷ側からの積
極的な声掛けも多く行われている。家庭環境が多様化、複雑化しており、対
応が長期化する事例が増えている。 

 今年度の重点 ○経済的困窮、虐待、不登校、いじめなど、生活に課題を抱える児童生徒への
支援を行う。 

○保護者への支援や学校や関係機関との連携を図り、ネットワークを構築す
る。 

 ◆重点施策（４）地域と共に歩む学校の構築
 施策の方向性

  人との関わりの中で、一人一人の教育的ニーズに応えられるよう地域と学校が連携し、子
どもたちを支える体制を構築することで、学校課題の解消を図り、学校教育の質の向上に努
めます。 
 また、幼児教育の質的向上に取り組むとともに、幼稚園、保育所、認定こども園等と小学
校との連携を推進します。 

 
事業名 ①学校運営協議会

当初予算額 
（千円）

700 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○学校運営全般に関して、保護者、地域住民等によって構成さ
れる協議会を形成し、年間数回にわたり会議を開催し、地域
と共にある学校実現への方策を協議する。 

  継続

 現状と課題 〇学校運営に対する建設的な意見交換がされ、学校課題解決の一助となって
いる。半面、実質的な改善策や取組につながっていないこともあり、委員研
修の充実や運営の工夫が必要である。 

 今年度の重点 ○各校の報告書より、協議会の開催状況を確認し、必要に応じて助言指導を
行う。 
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事業名 ②中学校部活動指導員派遣事業

当初予算額 
（千円）

4,438 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○部活動指導員１４名を配置（第一中、第二中、第三中、第五
中、堀口中）し、部活動指導の質的向上と教員の働き方改革
の一助とする。

   
継続

 現状と課題 〇昨年度の教員アンケートから部活動指導に携わる時間の減少、心的負担の
軽減、生徒指導や保護者対応の充実等効果がみられた。しかし、指導員の報
酬が限られていることや安全面から複数の指導者が必要であること等の課
題がある。

 今年度の重点 ○子どもたちのよりよい活動、成長につながるよう、研修会の内容を充実させ
る。 

○各校に対し、働き方改革につながる運用になるよう助言する。
 

 
事業名 ③いじめ防止対策審議会

当初予算額 
（千円）

71 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○各校のいじめの状況や対応、防止のための有効な対策を、専
門的知見から審議する。 

〇重大事案が発生した場合の事実関係及び再発防止策を明確
にするための調査審議を行う。

   

継続

 現状と課題 〇年に１回審議会を開催している。審議された内容が各校の基本方針等に反
映されるようにしなければならない。

 今年度の重点 ○審議された内容に関する意見や提案を、確実に各校に伝える場を設定し、基
本方針等に反映されるよう働きかける。

 
事業名

④豊かな心を育てる生徒指導研究
協議会連携事業

当初予算額 
（千円）

242 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○三沢市の児童生徒の豊かな心を育てる生徒指導の推進のた
めに、学校とＰＴＡが協同で生徒指導体制の確立に努めると
ともに、地域社会並びに関係諸機関・団体との連携を密にし、
総合的な生徒指導の推進とその充実・強化を図る。

   
継続

 現状と課題 〇いじめなくし隊の研修会や情報モラル指導等、市内共通での取組は一定の
効果はみられている。しかし、スマートフォンの所持が低年齢化しているこ
となどから、新たな課題が次々出現している。引き続き、未然防止のための
取組を重視していく。

 今年度の重点 ○いじめなくし隊の研修会を実施する。 
○「ネットトラブル未然防止標語」の作成を継続する。 
○定例実施の協議会における情報交換の活性化を図るとともに、関係機関と

の一層の連携を図る。
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事業名 ⑤幼・保・認・小かけ橋事業

当初予算額 
（千円）

126 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○保育士・幼稚園教諭と小学校教員が互いに訪問し合うなど相
互理解を深める。 

○合同の研修会等で幼児教育と小学校教育のギャップを埋め
るための情報交換を実施する。 

   
 

継続

 現状と課題 〇令和７年度は、市内の幼保認小の関係者が一堂に会し、架け橋期のカリキ
ュラム開発会議を実施した。共通の「目指す子ども像」を踏まえ、三沢市版
「かけ橋カリキュラム」作成を行うなど、連携を深める基礎作りを行うこと
ができた。

 今年度の重点 ○幼保認小連携協議会を実施する。 
○幼児教育（遊びを通した学習）と小学校教育（教科学習）の一層の連携を図

る。 

 ◆重点施策（５）共生社会の実現に向けた支援
 施策の方向性

  互いに多様性を認め合いながら、共に学ぶことが楽しい学校づくりを目指し、障害を有す
る子どもや特別な配慮を必要としている子どもに対し、個々の状況に応じた適切な指導・支
援の充実を図ります。また、支援や配慮を必要とする子どもが安心して学校生活を送れるよ
う、必要とする世帯の支援体制充実を推進します。 

 
事業名 ①教育支援委員会事業

当初予算額 
（千円）

732 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○市内の小学校に就学予定の幼児や小中学校に在学する児童
生徒のうち、障がいを有する子どもに対して、知能検査や医
学検査等を実施する。 

○検査結果を受けて、医師、臨床心理士、学校関係者等からな
る教育支援委員会において教育的措置について調査・審議を
行い、対象幼児児童生徒の適正就学を検討する。

   
 

継続

 現状と課題 〇該当幼児児童生徒の数が多く、１件あたりに割けるリソースが限定されて
いる。また、幼児のケースが多様化しており、専門的知識を有するものでな
ければ検査等の実施が困難となっている。

 今年度の重点 ○専門的知識の更新のため、教育支援委員会の専門調査員への研修会を実施
する。 

○一部の幼児知能検査については、臨床心理士等に検査を依頼し、より専門
的な知見に基づき分析する。
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事業名

②中学校における訪問型 
通級事業

当初予算額 
（千円）

(100) 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○第一中学校通級担当指導教員が在籍校に出向く訪問型通級
指導を行う。 

○通級生徒の負担軽減を図り、在籍校、在籍学級担任との情報
共有を進め、きめ細かな指導を実践する。 

   

継続

 現状と課題 〇断続的な訪問支援では、日常的なサポートが困難な場合もある。また、突発
的な困り感や課題に対する即応性に欠ける場合もある。

 今年度の重点 ○保護者の送迎の負担、授業時間への影響等を軽減する。 

 
事業名 ③幼稚園等訪問事業

当初予算額 
（千円）

(100) 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○こども未来課、健康推進課と連携して訪問し、特別な配慮を
必要としている幼児の把握及び関係職員に対する配慮・支援
に関する情報提供・助言を行う。 

○小学校入学までの配慮・支援内容及び留意事項などを情報提
供する。 

   
 

継続

 現状と課題 〇スケジュール調整等が困難で一度きりの訪問で終わってしまい、継続的・計
画的な支援にならないことがある。また、制度の理解や認知不足により地域
に差がある。

 今年度の重点 ○関係機関と連携しながら実施する。

 
事業名 ④医療的ケア児包括支援事業

当初予算額 
（千円）

3,213 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○主治医の指示のもと、看護師及び准看護師を学校に派遣し、
学校における安全管理を配慮した上で医療的ケアを実施す
る。 

   

継続

 現状と課題 〇家族の負担軽減が図られている。

 今年度の重点 ○関係機関と連携しながら実施する。
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事業名 ⑤要・準要保護学用品費等援助費

当初予算額 
（千円）

74,074 担当課 学務課

 事業の概要 〇学校教育法第 19 条の規定に基づき、経済的理由によって就学
困難と認められる児童生徒の保護者に対し、就学援助費を支給
する。

継続

 現状と課題 〇学用品費、新入学児童の学用品費、修学旅行費、学校給食費、オンライン学
習通信費を援助している。物価の高騰等社会情勢に合わせ、支給費が適正で
あるか調査する必要がある。 

 今年度の重点 〇支援に係る事務手続きの適正処理に努め、対象となる世帯に、滞りなく援
助費を支給する。 

（準要保護児童の給食費について、R８年度４月から国の補助対象となること 
 をふまえた手続きを適正に行う。） 

 
事業名 ⑥特別支援教育就学奨励費

当初予算額 
（千円）

3,176 担当課 学務課

 事業の概要 〇特別支援学級に在籍する児童生徒や学校教育法施行令第 22 条
に規定する障害の程度に該当する児童生徒の保護者に対し、経
済的な負担を軽減するため、就学奨励費を給付する。 

   

継続

 現状と課題 〇対象者の割合は年々増加傾向にある。対象者が増加する中、物価の高騰等社
会情勢に合わせ、支給費が適正であるか調査する必要がある。 

 今年度の重点 〇支援に係る事務手続きの適正処理に努め、対象となる世帯に、滞りなく援
助費を支給する。 
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政策目標３ 安心・安全な教育環境づくり

 ◆重点施策（６）快適な教育環境の整備
 施策の方向性

  児童生徒が安心して学べる安全な学校を目指し、魅力ある教育環境づくりや老朽化対策の
一体的な学校施設の整備等を計画的に実施するとともに、校務のデジタル化の推進など、学
校における情報化を推進します。 

 
事業名 ①学校施設の整備

当初予算額 
（千円）

68,256 担当課 教育総務課

 事業の概要 〇学校施設長寿命化計画や学校からの要望をもとに、計画的に
施設の改修、予防保全を行う。 
・小学校管理費 ： 18 件 
・小学校営繕費 ：  5 件 
・中学校管理費 ： 19 件 
・中学校営繕費 ：  5 件   
  合 計   ： 47 件

   
 
 

継続

 現状と課題 〇事業量が膨大であり、十分な改修計画が立てられずにいる。補助事業ででき
るもの、単独費で行うもの、緊急性が高いもの等のふるい分けを行い、計画
的に事業を実施しなければならない。 

 今年度の重点 〇予算化された修繕・工事を遅滞なく実施し、学校施設環境の改善に努める。

 
事業名 ②第一中学校建替事業

当初予算額 
（千円）

271,034 担当課 教育総務課

 事業の概要 ○昭和３９年以降建設された第一中学校は、建設後６０年余り
を経過しており、施設の老朽化が著しいため建替を行い、教
育環境の向上を図る。 
令和８年度実施内容 
・校舎・講堂建替えに伴う実施設計 
・外構工事実施設計、地質調査、用地測量 

 

新規

 現状と課題 〇建替えに伴う事業費が高額であるため、費用を抑える方策を模索しつつ計
画的に事業を進める必要がある。

 今年度の重点 〇実施する業務の年度内完了に向けて、関係課との連携や、学校との連絡調整
を行い、円滑に事業を遂行できるよう努める。
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事業名 ③校務 DX の推進

当初予算額 
（千円）

26,638 担当課 教育総務課

 事業の概要 ○教職員が異動しても共通のシステムで校務を処理できる環
境を整備し、教職員の負担軽減、働きやすさの向上、また、
情報データの連携・分析・利活用による学習指導、学校運営
の効率化を図る。

 

継続

 現状と課題 〇導入費用及び維持費用が高額であるため、補助金の活用や、継続的に維持
費用を抑える方法を検討していく必要がある。

 今年度の重点 〇青森県による共同調達により、校務支援システムの環境を構築し、令和９年
度からの本格運用に向けて事業を進める。

 ◆重点施策（７）新しい時代の学びを支えるＩＣＴ環境の整備
 施策の方向性

  新しい時代の学びの実現に向け、教職員のＩＣＴ活用能力の向上を推進するとともに、Ｉ
ＣＴを効果的に活用した児童生徒の個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り
ます。

 
事業名 ①ＩＣＴ環境の充実

当初予算額 
（千円）

19,985 担当課 教育総務課

 事業の概要 〇市内小中学校に ICT 支援員を巡回させ、教職員の ICT 活用
指導力及び児童生徒の学習意欲を向上させるとともに、安定
した ICT 教育環境を図る。

継続

 現状と課題 〇学校によっては、Wi－Fi 環境が脆弱な範囲がある。

 今年度の重点 〇学校からの聞き取り等により、モバイルルーターの使用とネットワーク関
連機器の調整等により Wi－Fi 環境の改善を図る。 

 
事業名 ②１人１台端末の活用

当初予算額 
（千円）

（200） 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇児童一人一人に端末を配備し、ＩＣＴを活用した個別最適な
学びと協働的な学びの実現を図る。 

〇学習活動において、調べる・考える・表現する場面で日常的
に端末を活用することで、情報活用能力の育成を図るととも
に、主体的・対話的で深い学びを推進する。 

〇クラウドサービスの活用により、学校内外を問わず学習環境
を広げ、教員の指導の質の向上や公務の効率化に寄与する。 

   
 
 

継続



20 

 

 

 

 現状と課題 〇指導者によって、活用に差がある。 

 今年度の重点 〇ＩＣＴ活用指導力の向上と授業改善・学習の質の向上を図ることを目的に、
教員を対象に講座を実施する。 

〇ＡＩドリルを導入することにより、教員の公務の効率化を図る。 
  

 ◆重点施策（8）教職員の健康の保持・増進
 施策の方向性

  教職員の安全と健康を確保するために、適切な職場の安全管理や衛生管理の充実を図りま
す。 

 
事業名

①過重労働による健康障害防止の
ための健康管理体制 

当初予算額 
（千円）

220 担当課 学務課

 事業の概要 〇タイムカードによる労働時間の確認を行う。 
○長時間労働者に対して、契約医師による面接指導やそれに準じ

た対応を行う。 

   

継続

 現状と課題 〇教職員の働き方の意識改革が進んできたことにより、令和４年度以降は、時
間外勤務が 45 時間を超える勤務者の割合は年々減少傾向にある。しかし、
80 時間を超える職員は依然としてなくなることはなく、また、精神疾患で
病気休暇をとらなければならない職員が毎年出ている現状から、健康管理
体制を一層させる充実が必要ある。  

 今年度の重点 〇「過重労働による健康障害防止に対する健康管理体制」の周知と、令和８年
度から進める「三沢市立小中学校の教職員に関する業務量管理・健康確保措
置実施計画」を各校協力のもと実行し、教職員の働き方をさらに改善してい
くことで、時間外勤務が 80 時間を超える職員が無くなることを目指す。 

 
事業名 ②労働安全衛生管理体制 

当初予算額 
（千円）

4,717 担当課 学務課

 事業の概要 〇労働安全衛生法に基づき、教職員が 50 人以上の学校に「衛生
委員会」を設置し、産業医による健康診断結果に基づく指導・
勧告や学校内の巡視、健康相談を行う。  

○50 人未満の小・中学校において、契約医師による健康診断後
の事後措置及び面接指導を行う。 

   

 

継続
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 現状と課題 〇産業医や契約医師からの指導・助言を受け、教職員の安全と健康を確保す
るための環境整備は徐々に進んでいるが、引き続き、教職員の安全確保に向
けた環境整備や疾病予防と健康管理に努める必要がある。   

 今年度の重点 〇学校現場での教職員の安全管理と健康の確保に向け、現場の声を受けなが
ら、引き続き質的改善に努める。 

 
事業名

③教職員の健康診断（歯科健診
を含む）の実施 

当初予算額 
（千円）

3,716 担当課 学務課

 事業の概要 〇市内小中学校の教職員を対象に、労働安全衛生法に基づい
て、教職員の疾病予防と健康管理を目的に健康診断を実施す
る。 

 ※主な健診内容：心電図検査・結核（胸部Ｘ線）、 
尿検査、生化学検査、大腸がん検診（35 歳以上）、     
胃がん（40 歳以上）、希望者に対して歯科健診 等 

   

 

継続

 現状と課題 〇細やかな健康診断や職業性ストレス調査を行うことで、心身の健康管理に
大きな役割を果たしている。契約医師からの助言等も生かしながら、教職員
個々の疾病予防、健康管理のみでなく、学校現場の衛生管理体制の構築に繋
げる必要がある。   

 今年度の重点 〇教職員健診や職業性ストレス調査を実施するまでの事務手続きについて、
学校との連携に努めながら、滞りない実施に繋げる。

 

 ◆重点施策（９）学校給食の充実
 施策の方向性
  健全な食生活を生涯にわたって実現する力を養う食育を推進するため、家庭、地域社会と

連携しながら、より良い食習慣の定着を図ります。 
 また、学校給食において地場産品を積極的に使用し、食に関する指導の「生きた教材」と
して効果的に活用していきます。 
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業名 ①地元産食材の活用の推進 

当初予算額 
（千円）

(177,693) 担当課
教育総務課 

(学校給食センター)

 事業の概要 〇地元産食材を活用し、食に関する指導の教材として用いる
ことにより、児童生徒が、地域の自然や農業など地域への
理解を深め、より深く郷土への愛情を育むとともに、新鮮
で安全な食を通して、児童生徒の生涯にわたり心豊かで健
康な生活の基礎を培うこと、食材の生産、流通に関わる
人々に対する感謝の気持ちを抱くことを目的に活用を推
進する。  

   
 

継続

 現状と課題 〇地元産の主なものは、米（まっしぐら）と長芋であり、米は学校給食会から、
長芋は納入業者と年間契約をして納品してもらっている。それ以外の野菜類
等に関しては、必要な数量をそろえることが難しいとの理由で納入が困難と
なっている。  

〇令和７年度からは、三沢市漁業協同組合と連携することで、シジミ貝の納品
規格を、県産品から地元産へ変更し、地元産食材の使用率向上を図った。 

 
 今年度の重点 〇地元の農業協同組合や、農業関係者等と連携を密にし、目的意識を共有する

ことで活用の推進を図る。 

 
事業名

②郷土料理・世界の料理の
提供 

当初予算額 
（千円）

(177,693) 担当課
教育総務課 

(学校給食センター)

 事業の概要 〇各地域の産物や昔から受け継がれている優れた伝統的な
食文化についての理解を深めることを目的に、日本各地の
郷土料理を提供するとともに、諸外国の料理を知ること
で、各国の食文化への関心を持ち、国際感覚を育むことを
目的に世界の料理を提供する。  

   
 

継続

 現状と課題 〇現在、郷土料理と世界の料理を合わせて年間、約 83 回程提供し、児童生徒
からは大変好評を得ている。なお、献立表で、メニューやレシピを紹介し、
家庭の食卓でも提供できるよう工夫している。  

 今年度の重点 〇郷土料理や世界の料理を提供することで、住んでいる地域の郷土料理に関
心を持たせることや、日本各地の郷土料理を伝えること、また、世界の食文
化を学び、国際理解や日本の風土・食文化への理解を深めるため、提供回数
を増やすとともに、家庭でもレシピを活用し、食文化を楽しんでもらえるよ
う、献立表を活用した情報提供の充実を図る。
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 政策目標４ 質の高い支援体制づくり

 ◆重点施策（10）教育力向上のための人的支援
 施策の方向性

  子どもたちの豊かな学びや夢の実現のため、きめ細かで質の高い支援体制づくりを目指
し、学校教育支援員や学校司書等の人的支援を充実させます。 

 
事業名 ①学校教育支援員配置事業 

当初予算額 
（千円）

133,100 担当課 学務課

 事業の概要 〇児童生徒への支援、教師への支援、学校全体への支援を目的と
して、各小中学校の実態を踏まえながら学校教育支援員を配置
する。 

   
継続

 現状と課題 〇児童生徒・教師・学校全体への支援を目的とし、学校の実態に応じて外国語
（英語・中国語）対応の支援員も併せて配置することにより、教育力の向上
に大きく貢献している。今後も、学校の状況に合わせた適正配置を検討する
必要がある。  

 今年度の重点 〇学校との情報共有を大切にしながら、学校教育支援員のよりよい活用につ
いて、検討する。 

 
事業名 ②学校司書派遣事業 

当初予算額 
（千円）

18,489 担当課 学務課

 事業の概要 〇市内小中学校の学校図書館運営の改善及び向上を図るととも
に、児童生徒の読書意欲の向上や情報活用能力の育成に寄与す
ることを目的として学校司書を派遣する。

   

継続

 現状と課題 〇学校司書同士で情報を共有しながら、学校図書館運営の改善や読書活動の
推進に向けた取組を行うことで、児童生徒の読書意欲の向上や情報活用能
力の育成と教職員の働き方の改善につなげることができた。よいよい図書
館運営や読書活動に繋げるために、学校司書のスキルアップの方法を検討
する必要がある。 

 
 今年度の重点 〇各校の図書館運営の改善と読書活動のさらなる推進に向け、学校司書の個

性を生かした協力体制を検討するとともに、研修の機会を設ける。 
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 ◆重点施策（11）学習機会の確保
 施策の方向性

  当市の有能な若者を未来へつなぐため、経済的理由により修学が困難と認められる学生・
生徒に対し、奨学金制度等による経済的支援を行うことで、学習機会の確保を図ります。 

 
事業名 ①奨学金制度の充実 

当初予算額 
（千円）

16,200 担当課 教育総務課

 
 

事業の概要

〇本市に住所を有する優秀な学生等で、経済的理由により修学
が困難と認められる者に対し、奨学金（給付型及び貸付型）
を活用し、学習機会を確保する。 

 給付型奨学金： 4,680 千円（予定対象者数：13 人） 
貸付型奨学金：11,520 千円（予定対象者数：22 人）  

     合計：16,200 千円 

   
 
 

継続

  

現状と課題

〇修学支援制度（高等教育の修学支援新制度や高等学校授業料無償化）が拡
充している中、修学が困難な申請者（学生等）を公平に選考するため、時代
に即した選考基準の作成が必要である。 

  

今年度の重点

〇他市町村や日本学生支援機構を参考にしながら課内協議を進め、より公平
な選考基準を策定する。また、広く学生・生徒に周知し、教育を受ける機会
の均等及び人材育成の観点から経済的な支援を行う。 
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 ◆重点施策（12）中学校部活動の地域展開の推進
 施策の方向性

  中学校の部活動の他にも子どもたちが活動できる環境を構築するため、市関係部署との連
携を図りながら、地域連携や地域クラブ活動への展開に向けた環境整備を推進します。 

 

 
事業名

①中学校部活動地域展開連絡 
協議会 

当初予算額 
（千円）

(100) 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇部活動地域展開へ向けて、関係団体が方向性や問題点等を協
議する機会を設ける。 継続

 現状と課題 〇令和７年度は、９月に生徒・保護者・教職員へのアンケートを実施するとと
もに、協議会を２回実施した。より多くの関係機関が関わっていく必要があ
る。 

 今年度の重点 ○市内中学校生徒への部活動等への所属アンケートによる実態把握。 
○市の課題や方向性等について、協議会を通して確実に共有する。 

 
事業名 ②地域展開受け入れ先の周知 

当初予算額 
（千円）

(100) 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇関係団体、市民スポーツ課、生涯学習課と連携を図り、中学
生受け入れ団体リストを活用し、各中学校へ情報を提供す
る。 

   

継続

 現状と課題 〇現在、上北地方中学校体育大会参加申請クラブは９団体（予定）である。今
後、生徒が望むスポーツ活動や文化活動の活動機会が確保、拡大されていく
ことが望まれる。 

 今年度の重点 〇各団体や市民スポーツ課、生涯学習課との連携を図る。 
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政策目標５ いつでも、どこでも、誰でも学べる機会の提供

 

 ◆重点施策（13）学校・家庭・地域コミュニティの連携・協働
 施策の方向性

  地域住民等の参画を得て、地域全体でこどもたちの学びや成長を支える「学校を核とした
地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働した活動を実施
し、地域の教育力向上を図ります。 

 

 
事業名 ①地域学校協働本部事業 

当初予算額 
（千円）

770 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇幅広い世代の地域住民の参画により、地域と学校が連携・協
働しながら子どもの成長を支えるとともに、地域を創生する
「地域学校協働活動」を推進する。

   

継続

 現状と課題 〇地域学校協働活動推進員が中心となり、地域と学校の連携・協働を進めて
いる。このことにより、地域住民と子どもたちが関わりあうことで、子ども
を育てる地域づくりが図られ、教職員の負担軽減にも繋がる。 

〇地域協働活動が PTA 中心の活動となり、地域住民の参加率が低いことから
さらに活動の幅を広げるため、地域住民との連携強化が今後の課題である。

 今年度の重点 ○地域学校協働本部と推進員の連携強化のため、本部会議において、各校が
実施する活動に関するディスカッションや、振り返りを行い、相互にノウハ
ウを共有する。 

○地域学校協働活動推進員の資質向上のため、各種講習会への参加を推進す
る。

 
事業名 ②家庭教育学級運営事業 

当初予算額 
（千円）

地域学校協働本部 

事業に含まれる。
担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇社会や地域全体で家庭を支援していく意識の醸成を目指し、
行政、地域学校協働活動推進員と地域が中心となり、家庭教
育の充実や子どもの居場所づくり等に取り組む。 

   

継続

 現状と課題 〇家庭教育支援については、一部の地域において、地域学校協働活動推進員
が中心となる学習支援を行っている。今後、一部地域で行っている事業をい
かに全域に広げるか、そのために必要な人材をどう確保するかが課題であ
る。 
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 今年度の重点 〇家庭教育学級運営事業（愛称「Youth Class みさくる」）を三沢市内全域に
浸透させるため、地域学校協働本部事業としてモデル事業の実施を継続す
る。 

〇市内各小・中学校単位の「放課後子ども教室」実施に向けて、各学校におけ
る現状把握と課題の吸い上げを行い、素案作成のため協議する。 

 ◆重点施策（14）生涯学習の充実
 施策の方向性

  地域全体で誰もが生涯にわたり学べる体制づくりを目指し、地域住民の生涯学習に対する
ニー ズにあったイベントや学習講座を実施することにより、地域住民の社会教育の向上や文
化振興を推進します。 

 

 
事業名 ①社会教育活動推進補助

当初予算額 
（千円）

1,000 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇学習、文化など地域社会の活性化や市民の生涯学習の推進の
ため、市内の社会教育関係団体に対し、活動に係る経費の一
部を助成する。 

   

継続

 現状と課題 〇社会教育活動団体の中には、会員数も多く、組織としてまとまって活動して
いる団体もあるが、一方で、高齢化が進み、継承問題が発生している団体が
あるなど団体組織の両極化が進んでいる。 

 今年度の重点 ○引き続き、市内社会教育活動団体に対する補助を通じて活動の活性化を図
り、継承問題等を抱えている社会教育団体については、必要なサポートを行
う。 

 
事業名 ②公民館事業 

当初予算額 
（千円）

99,374 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇市民が実生活に則する教育、学術及び文化に関する各種事業
を行い、市民の教養の向上、健康の増進、情操の鈍化を図り、
生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与するため、各種公民
館事業を実施する。 

   
 

継続

 現状と課題 〇公民館事業は、長年に亘り実施され、市民に対する認知度を進んでいる一
方、受講者の固定化が進んでいる。今後、新たな受講者、とくに若い年代の
受講者を増やすための方策が必要である。 
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 今年度の重点 〇これまでの公民館事業のほか、新たな受講者の確保、とりわけ若い世代を
取り込めるための新たな事業を行う。 

 

 
事業名 ②読書活動推進事業 

当初予算額 
（千円）

73,627 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇こどもの読解力、論理的思考力、集中力の向上及び知識の習
得に効果がある読書習慣の形成のため、電子図書を購入する
など各種施策を進める。 

   

継続

 現状と課題 〇本を読まない子どもが急増しているが、学力向上のためには読書習慣をつ
けることが必要である。読書習慣をつけるための施策として、時代のニーズ
に対応し、効果が高いと考えられる電子図書の導入を進めていく必要があ
り、その効果が最大限に発揮できるよう限られた財源で購入可能な電子図
書の整備を進めていく必要がある。 

 

 今年度の重点 〇予算の範囲内で電子図書を購入し、図書館までの距離が遠い地区の子ども
たちが利用できるよう手続きを進める。またこれまで継続的に実施してき
た、読み聞かせ、語り聞かせ、読書推進研修会、調べる学習コンクール等を
実施する。 

 

 ◆重点施策（15）社会教育施設の活用
 施策の方向性

  文化芸術に接したり、地域住民が自主的に活動できる施設として、社会教育施設をはじめ
市内のさまざまな場所で、誰もが生涯にわたり学べるよう、ニーズに合った講座等を実施す
るとともに、市民福祉の増進、教養文化の向上に寄与するための施設として、利用者の安全
安心を第一に管理運営を行います。 

 

 

事業名
①公会堂、公民館、図書館、

団体活動センター、大空 
ひろばの適正管理 

当初予算額 
（千円） 31,259 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇市内社会教育施設を利用する方の利便性を図るため、利用者
の安全を第一優先に、利用者のニーズに合った管理運営を実
施する。 

 

   

継続
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 現状と課題 〇施設の老朽化に伴い、施設の修繕箇所が多い中、安全に施設を利用できる
よう限られた予算で、優先順位をつけて修繕対応していかなければならな
い状況である。また、利用者の増につなげるため、利用者ニーズの多様化に
対応した学びの場の提供が求められている。 

 

 今年度の重点 ○利用者が安全に施設を利用できるよう、緊急性のある修繕や消防点検等法
定点検で指摘された事項に係る修繕を優先的に実施していく。 
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政策目標 6 ふるさとの文化継承と地域発信ができる文化活動の推進

 ◆重点施策（16）歴史・文化の価値や魅力に対する理解と活用
 施策の方向性

  三沢市の歴史・文化の価値や魅力を発信するため、歴史民俗資料館の展示の工夫や、公会
堂における文化活動を推進するための各種事業を実施するなどの地域の歴史や文化の発信を
行い、市民参加型の事業を展開することで地域活性化を推進します。 

 

 
事業名 ①歴史民俗資料館運営事業

当初予算額 
（千円）

12,084 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇郷土資料を通じて歴史的理解を深めることを目的とし、市
内の遺跡から発掘された考古資料、古文書等の歴史資料、
昭和時代の生活や生業等に関する民俗資料等を公開し、学
校教育や生涯学習の場を提供する。

   

継続

 現状と課題 〇交通の便が悪く、施設の認知度は高いとは言えないが、リピーターや県外か
らの訪問者があり、来館者は年々増加傾向にある。 

〇築 40 年以上が経過し、施設の老朽化が進行している。また、来館者アンケ
ートでは空調やトイレの洋式化の整備を求める声が寄せられている。 

 今年度の重点 〇入館料の無償化を契機に、三沢市の郷土資料や民俗資料等の観覧機会を促
進し入館者数増となるよう、企画展等の充実を図る。また、指定管理者企画
による縄文土器や勾玉等の「ものづくり体験」を実施する。 

 
事業名 ②公会堂事業

当初予算額 
（千円）

公民館事業に
含まれる。 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇市民に本格的な音楽に触れてもらうため、公会堂を利用した
各種コンサート等の事業を実施する。

 
継続

 現状と課題 〇有名アーティストによるコンサートは、入場者数は多いことから多くの市
民が音楽に接しているが、地元音楽家によるコンサートの入場者数が伸び
悩んでいる。 

 今年度の重点 〇指定管理者企画で、例年実施している弦楽アンサンブル、ホール空き日貸出
事業等市民が気軽に音楽に接することができる企画を実施する。 

〇市立図書館とタイアップした事業を展開し、図書館と公会堂活性化の相乗
効果を狙う。 
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 ◆重点施策（17）伝統芸能・技術の継承
 施策の方向性

  時代を超えて受け継がれてきた伝統芸能の継承を推進するための各種事業を実施し、市民
が気軽に伝統芸能に触れる機会を増やすことでその価値や魅力の理解をすすめ、各保存会の
活性化や後継者不足問題等の解決につなげ、継承を促進します。 

 

 
事業名 ①民俗芸能保存会連絡協議会補助

当初予算額 
（千円）

600 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇市内に伝わる民俗芸能を保有する各保存会が加入する三沢
市民俗芸能保存会連絡協議会に対し、活動に係る経費の一部
を助成する。 

   

継続

 現状と課題 〇令和７年３月末時点において、三沢市民俗芸能保存会連絡協議会には９団
体が加入している。うち１団体は活動休止状態であり、活動再開が望まれ
る。 

 今年度の重点 〇助成を通じ、連絡協議会や各保存会の活動の活性化を図るほか、各種文化
財団等の助成事業に関する情報提供等、必要なサポートを行う。 

 
事業名 ②発表の機会の充実 

当初予算額 
（千円）

民俗芸能保存会連絡協

議会補助金に含まれる
担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇市内に伝わる民俗芸能を鑑賞する機会を市民をはじめ多く
の方に提供するとともに、各保存会が保有する演目の継承を
図ることを目的とし、三沢市民俗芸能保存会連絡協議会との
共催で民俗芸能公演会を開催する。また、後継者の育成支援
事業として、幼少期から民俗芸能の保存・伝承に長年貢献し
てきた高校生以下を対象に、その活動に対し感謝状を授与す
る。 

   
 
 

継続

 現状と課題 〇公演会のほかにも民俗芸能関連行事等で出演団体の募集がある際は、各保
存会に対し周知に努めている。民俗芸能公演会に関しては、来場者数増だけ
でなく最後まで鑑賞いただくための工夫が必要。 

 今年度の重点 〇三沢市民俗芸能公演会の開催（旧正月を目安にその前後に開催） 
〇後継者感謝状授与（民俗芸能公演会の開会時に授与） 
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事業名 ③民俗芸能アーカイブ事業 

当初予算額 
（千円）

0 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇市の歴史の一部として将来に継承するとともに、将来、担い
手や後継者不足等から活動を休止せざるを得ない状況に陥
った場合の活動再開の一助とすることを目的に、民俗芸能公
演会や地域での活動の様子を写真や映像等に収め、記録とし
て保存（アーカイブ化）する。 

   

継続

 現状と課題 〇少子高齢化や人口減少等に起因する民俗芸能の担い手や後継者不足は三沢
市だけでなく全国的な課題であり、「人から人へ」というスタイルでの伝承
そのものが難しい状況になりつつある。

 今年度の重点 〇２つの保存会を対象に、奉納行事や練習風景等を写真や映像等に収める。 

 ◆重点施策（18）文化・芸能活動の振興
 施策の方向性

  文芸、美術工芸、音楽、舞踊など三沢市の文化芸術活動の振興・発展のため、地域の伝統
文化等を積極的に紹介するとともに、関係団体及び各種音楽、芸術大会に参加する団体への
資金面のサポートなど、市民参加型の事業をバックアップします。 

 

 
事業名 ①文化協会補助

当初予算額 
（千円）

1,500 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇文化芸術活動の振興・発展を目的として、各種文化協会に所
属する団体の育成に係る財政的なサポートをするため、文化
祭に参加する各種団体に対して補助金を支給するもの。

   

継続

 現状と課題 〇文化協会は、三沢市の文化芸術活動の中心を担う団体ではあるが、各種団
体への新規加入者が少なく、団体によっては高齢化の進行が著しく、存続の
危機に面している。今後、若い会員を増やすための取組が必要となる。 

 

 今年度の重点 〇例年実施している文化協会への補助を今年度も実施し、存続危機の団体に対
し、文化協会事務局を中心とした対応策を協議する。 
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事業名 ②文化活動派遣費補助 

当初予算額 
（千円）

448 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇市内の児童生徒が、県大会・東北大会等に出場する際に生じ
る経費に対する補助で、交通費･宿泊費･参加料を規則で定め
る割合を補助するもの。 

 

継続

 現状と課題 〇吹奏楽活動の県大会の遠征に係る補助が大半である。課題として、限られた
予算の中での対応になるため、場合によっては、補正予算での対応が必要と
なる。

 今年度の重点 〇引き続き市内児童生徒が県大会・東北大会等に出場する際に生じる経費に
対する補助（交通費・宿泊費・参加料は 5 割、楽器等の運搬費は 8 割補助）
する。

 
事業名

③文化賞等及び少年少女文化
賞等表彰 

当初予算額 
（千円）

1,206 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇市の学術・文化の向上発展に貢献し、顕著な業績をあげた市
民又は団体、優れた成績を収めた児童生徒等に対してその功
績を顕彰することにより、文化の振興を図るもの。 

   

継続

 現状と課題 〇各団体、学校から市の学術、芸術、文化の向上と発展に貢献した市民又は団
体を推薦してもらい、教育委員会での審議により決定するが、各種大会等の
多様化により、該当、非該当の基準に合致するかどうかの判定が難しくなっ
ている。 

 今年度の重点 〇例年通り、市の学術・文化の向上発展に貢献した個人、団体及び優れた成績
を収めた児童、生徒に対し各種団体等の推薦に基づく各種賞の授与する。 
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政策目標７ グローバル社会で生きるコミュニケーション能力の育成

 ◆重点施策（19）英語によるコミュニケーション能力の育成
 施策の方向性

  子どもたちが将来にわたり、グローバル社会でたくましく活躍できるよう、英語によるコ
ミュニケーション能力の育成を目指し、外国語指導助手（ＡＬＴ）や英語指導助手（ＡＥＴ）
を市内小・中学校に派遣し、ネイティブな英語に触れる機会を多く設定することで、英語へ
の学習意欲を高め、将来に生きる英語力が身に付くよう努めます。 
 また、英語教育推進に向けた組織の構築を図り、英語教育に関する具体的な施策について
協議・検討行い、授業の質の向上を図ります。 

 
事業名 ①外国語指導助手派遣事業

当初予算額 
（千円）

26,385 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇ＡＬＴ５人が各校を訪問し、英語学習や諸行事に参加しなが
ら、英語によるコミュニケーション能力の育成に努める。 

○ネイティブな発音に触れる機会を増やし、英語力の向上を図
る。

   
 

継続

 現状と課題 〇ＡＬＴやＡＥＴを効果的に活用し、言語活動を通した資質・能力の育成に
努める授業が増えている。一方で、アウトプットする時間を今まで以上に確
保して子どもたちのコミュニケーション能力の更なる向上を図る必要があ
る。

 今年度の重点 ○Classroom English を意識した授業作りを目指す。 
○アウトプットする時間を設定するよう、必要に応じて指導・助言する。 
○言語活動→中間指導→言語活動を意識した授業づくりとなるよう指導・助

言する。

 
事業名 ②英語指導助手派遣事業 

当初予算額 
（千円）

1,400 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇小学校の英語活動科の授業に派遣し、ネイティブな英語に直
接触れる機会を確保しながら、「聞くこと」「話すこと」を中
心とした授業を実施する。

   

継続

 現状と課題 〇学級担任が主体となった、担任とＡEＴとの協働授業が行われていないこと
もある。学級担任がアシスタントになってしまったり、ＡＥＴを効果的に活
用できなかったりする授業もあるため、教師の授業力向上が望まれる。

 今年度の重点 〇学級担任が主体の授業を実践できるように、指導・助言する。 
○言語活動を通してコミュニケーション能力の育成を図る授業が展開される

よう指導・助言する。
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事業名

③中学生イングリッシュキャンプ
事業 

当初予算額 
（千円）

27 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇ＡＬＴを中心としたグループ活動や基地内施設訪問・体験学
習により、英語を活用する場面を多く設定し、コミュニケー
ション能力の育成を図る。 

   

継続

 現状と課題 〇Ｒ７は基地内施設訪問の機会がなく定員は３０名に満たなかった。イング
リッシュキャンプだからこそ経験できるアクティビティを、ＡＬＴと共に
考える必要がある。

 今年度の重点 〇３日間のプログラム内容の充実を図る。 
○生徒の実態に応じて、授業での学びを発揮できるアクティビティにする。 

 
事業名 ④英語推進委員会事業 

当初予算額 
（千円）

(100) 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇年５回の委員会開催にて、三沢市における英語教育の指導や
計画、課題や施策について協議・共通理解をする。 

○英語活動科カリキュラムのブラッシュアップを図る。 
○英語活動科授業研究会を開催し、教員の授業力の向上を図

る。

   
 

継続

 現状と課題 〇中学校の授業参観をしたり、中学校区における委員同士での情報共有をし
たり、小中連携が図れている。指導法や外国語指導助手の活用など、委員が
各学校の教職員へ確実に情報提供していくことが不可欠である。

 今年度の重点 〇指導法の改善（学習者用デジタル教科書の活用など）を図る。 

 
事業名

⑤小学生ジュニアイングリッシュ
デイ事業 

当初予算額 
（千円）

17 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇ソラーズ小学校を訪問し、施設見学やランチ体験、交流活動
を通して、児童が英語を使って楽しくコミュニケーションを
図る。

   

継続

 現状と課題 〇令和７年度は、中学校の一日入学と日程が重なってしまい、堀中と一中へ進
学予定の６年生が参加できなくなってしまった。 

 今年度の重点 ○ソラーズ小訪問を通して、同世代の児童同士のコミュニケーション活動の
充実及びアメリカの学校文化の体験の充実を図る。 
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事業名 ⑥英語活動科授業研究委託事業 

当初予算額 
（千円）

37 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇定住自立圏に係る事業の一貫として上北管内の先生方に参
加を呼びかけ、授業を公開する。（三沢小学校） 

○指導内容や指導方法について協議し、講師による指導・助言
によって参加者の指導力向上を図る。

   

継続

 現状と課題 〇平日開催により参加人数が４０人弱となっている。また、英語科の専科制
度により、英語科を担当している教諭等の数も減っている。今後の研究会の
在り方の検討を要する。

 今年度の重点 〇ＡＥＴやＡＬＴ、デジタル教科書を効果的に活用した授業の在り方につい
て検討するとともに、言語活動を通してコミュニケーション力を高める指
導について協議する。

 
事業名 ⑦実用英語技能検定委託事業

当初予算額 
（千円）

3,747 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇中学１・２年生は年１回、中学３年生は年２回の受験費用を
公費で負担し、積極的な実用英語技能検定の受験を推進す
る。 

○中学卒業時に、実用英語技能検定３級以上の取得率を７０％
以上とする。

   
 

継続

 現状と課題 〇Ｒ7 受験率（中 3）は、前年度と比較して、R7 受験率（中 3）は 78.7％、3
級以上の取得率は 43.9％で、ともに前年度と比較して減少した。中１からの
積極的な受験を呼びかけるなど、中学卒業時３級以上取得の目標を生徒と
共有する。 

 今年度の重点 〇ＣＡＮ－ＤＯリストを活用し、中１から卒業時までのゴールを見据えた指
導を推進する。 

○中学卒業時 3 級以上の取得率５０％を超える。

 
事業名 ⑧英語活動科・英語授業の高度化 

当初予算額 
（千円）

(100) 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇訪問や研修会等で情報提供や情報共有を行い、英語活動科・
英語科における授業力の向上を図る。 

○授業の中で、英語で話す機会を増やしていく。

   

継続

 現状と課題 〇小学校では、教科化に伴い、教科書が導入されたことで、「書く」活動が多
くなってきた。英語を使ってコミュニケーション力を育成する本来の目的
は大切にしたい。また、中学校でもオールイングリッシュの授業展開を目指
す。
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 今年度の重点 ○授業力向上につながる講座を実施する。 
○訪問等を通して、英語によるコミュニケーションが授業の中心になるよう

助言する。 

 

 ◆重点施策（20）異なった文化や習慣をもつ人々との交流
 施策の方向性

  世界的な視野を持ち、国際文化都市にふさわしい児童の育成を目指し、外国の伝統や文化
を学んだり、外国の小学生との体験活動を行ったりして、異文化理解や異文化交流を促進し
ます。 

 
 

事業名 ①外国人講師派遣事業
当初予算額 
（千円）

373 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇諸外国出身者を講師として各小学校に派遣する。 
○世界的な視野をもち、国際文化都市にふさわしい児童の育成

を目指し、出身国の伝統や文化の紹介、体験を通してより一
層の異文化理解を図る。

   

継続

 現状と課題 〇児童にとっては、世界の国について知る良い機会になっているとともに、
共通言語が英語であることに気付き、英語学習への意欲付けにもなってい
る。 

〇新たな国出身の講師を見つけることが困難である。限られた時間の中でた
くさんのことを紹介しようとするので、小学生には情報量が多すぎる傾向が
みられる。

 今年度の重点 ○フランスの学習を行う学校については決定しているが、それ以外の講師は
募集中。 

○内容を精選して授業を構成する。

 

 
事業名 ②日米交流学習事業 

当初予算額 
（千円）

42 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇基地内小学校児童との交流活動を実施し、児童の英語に対す
る興味・関心を高めるとともに異文化理解を図る。

   

継続

 現状と課題 〇希望校のみの実施であるが、事前の打合せや準備に係る学校側の負担が多
い。しかし、実施してみると児童にとってはとても有意義な活動であること
が実感できる。

 今年度の重点 ○希望する学校を増やすため、教育効果を各校に伝える。 
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政策目標８ 未来を創る生き方教育の推進

 ◆重点施策（21）「ふるさとＭＩＳＡＷＡ」を創る人の育成
 施策の方向性

  子どもたちがふるさとを愛し誇りに思うとともに、仲間と協力して学習することの楽しさ
を学び、挑戦する勇気とその価値を体得することで生涯にわたって学び続ける意欲を持続す
る基盤づくりを目指し、自然・社会・文化・芸術分野において、より高度な体験学習プログ
ラムを提供したり、児童生徒が新聞を活用して、社会の現状や課題を知り、自ら調べ、まと
める力を育成したりします。 
 また、三沢市ならではの体験活動を教育活動と結びつけて、キャリア教育の充実を図りま
す。 

 
 

事業名
①児童生徒啓発事業(ゆめチャレ・

中学生派遣事業)

当初予算額 
（千円）

848 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇将来の夢実現のため、千葉大学医学部の施設見学や講座に参
加する中学生派遣事業を実施する。 

○全小学６年生を対象に、多様な職業従事者によるワークショ
ップを実施する。 

   

継続

 現状と課題 〇児童生徒が積極的に参加できるように内容や体制を工夫する必要がある。
また、６年生全児童に対して、ワークショップの種類及び数を確保するに適
した施設がない。 

 今年度の重点 ○今年度は５名を千葉大学に派遣する。 
○ゆめチャレは、体験的なワークショップとなるように企画する。 

 

 
事業名 ②新聞配備事業

当初予算額 
（千円）

815 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇各校へ新聞購読料を補助し、複数種の新聞を配備する。 
  継続

 現状と課題 〇小学校には、地方紙１紙とこども新聞を配備している。中学校には、地方紙
１紙と全国紙１紙、中高生新聞を配備している。    

 今年度の重点 ○活用できるように助言する。 
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事業名 ③キャリア教育支援事業 

当初予算額 
（千円）

570 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇各校が地域人材を活用した講演や体験活動等を計画、実施す
る。 

○講演や体験活動を実施するために事業委託をする。 

   
継続

 現状と課題 〇この事業は、豊かな体験学習の実践のために実施している。しかし、委託金
が物品の購入等になり、本来の目的が達成できていない面もある。 

 今年度の重点 ○各校の総合的な学習の時間や校外学習等を豊かな体験学習になるよう助言
する。 

 
事業名 ④ふるさと MISAWA 創造事業 

当初予算額 
（千円）

(147) 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇市内小学６年生を対象に、三沢市の職業従事者からの講話や
体験的活動を実施する。

   
継続

 現状と課題 〇昨年度より開始した事業であり、最終的な目標はふるさと学習である。三沢
市への理解と愛着を深め、地域の一員としての自覚をもつ素地を養うため、
「ゆめチャレ教室」とタイアップし、児童に講話や体験活動をしてくれる関
係団体の数を増やしていく。 

 今年度の重点 ○市内６年生対象のゆめチャレを体験的ワークショップ形式の職業体験とし
て実施し、昨年度より関係団体を増やす。 

 
 ◆重点施策（22）「習慣は第二の天性」の推進

 施策の方向性
  子どもたちが主体的に社会形成に参画し、自分らしく輝ける生き方教育の充実を目指し、

睡眠を軸とした生活習慣指導、食に関する体験的な学習による健康的な生活を実践できる児
童生徒の育成や「人格の形成」「自己管理能力の育成」「社会課題への適切な対応」を目的と
した小中９年間の系統的な生き方教育を図ります。 
 また、読書の楽しさや意義を知ることで、将来的にも継続して本と関わる習慣の形成も図
ります。 
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事業名 ①眠育の推進

当初予算額 
（千円）

(525) 担当課 学校教育課

 事業の概要 〇三沢市学校保健会の養護教諭部会、保健主事部会の中で望ま
しい生活習慣指導について情報交換を行い、特に眠育を軸に
健康教育の充実を図る。

   
継続

 現状と課題 〇児童生徒のスマートフォン所持率の上昇により、入眠が遅れたり、不規則
な生活リズムが常態化したりしている。学びを自身の生活習慣に生かす働
きかけと保護者の協力が必要である。また、すいみんログの活用方法につい
て、さらなる検討が必要である。

 今年度の重点 ○三沢市版すいみんログを活用して習慣化を図る。 
○眠育をテーマに、令和７・８年度は三戸町教育委員会馬場幸治氏を講師に講

演会を実施する。 

 
事業名 ②小中９年間を通した性教育 

当初予算額 
（千円）

(525) 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○現代的な課題に対応する教育も盛り込んだ９年間を見通し
た指導を計画的に進めることができるようにワークシート
や教材等の整備を図る。

   
継続

 現状と課題 〇ＳＮＳやインターネットの影響により、確実に指導する必要がある。学校
間や学級間で内容や時間にばらつきがある。

 今年度の重点 ○系統的、計画的に性指導を行うよう訪問等で周知する。 
○薬物乱用防止についても確実に行うよう周知する。 
○作成した指導計画のブラッシュアップを図る。

 

 
事業名 ③BookLink プロジェクト 

当初予算額 
（千円）

(100) 担当課 学校教育課

 事業の概要 ○子どものより良い読書習慣を確立し、言葉を学び、感性を磨
き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生を深く生
きる力を育む。

   
継続 

（一部変更）

 現状と課題 〇インターネット、スマートフォン等の普及によって、本離れが進み、読書習
慣が薄れている。また、児童生徒の自由時間が減り、読書に割く時間が少な
くなっている。

 今年度の重点 ○図書館管理システムを活用して、児童生徒の読書履歴を残す。 
○学校司書と学級担任が連携し、読書習慣確立を目指す。 
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政策目標９ 国史跡指定の実現

 ◆重点施策（23）文化財の保護・保存と公開・活用
 施策の方向性

  青森県内最古（北海道・北東北最古級）の貝塚を伴う早稲田(1)貝塚・野口貝塚の国史跡指
定を目指すとともに、遺跡のほかにも三沢市の歴史や文化を正しく理解する上で欠くことの
できない文化遺産である文化財を後世へと継承するため、指定・未指定に関わらず、適切な
保護・保存と積極的な公開・活用に努めます。

 
 

事業名 ①文化財保存活用事業
当初予算額 
（千円）

1,520 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇市内の文化財を適切に保護・保存するとともに、講座等を開
催し、積極的な公開・活用に努める。

   
継続

 現状と課題 〇歴史民俗資料館での展示・収蔵資料を除き、市が所蔵する考古資料や有形の
民俗文化財（民具）の大部分は廃校を活用して収蔵している。民具は温湿度
的に適切な収蔵環境とはいえず、改善が必要である。 

 今年度の重点 〇市内の文化財の価値や意義を広めることを目的とした文化財関連イベント
を開催するほか、市内の各学校や各種団体等、外部からの出張解説や施設見
学等にも対応する。 

 
事業名 ②遺跡発掘調査事業 

当初予算額 
（千円）

15,647 担当課 生涯学習課

 事業の概要 〇国民共有の歴史的財産である埋蔵文化財（遺跡及び出土品
等）を適切に保護・保存することを目的に、必要に応じて各
種の開発行為に先立ち発掘調査及び出土品等の整理等作業
を実施する。 

   

継続

 現状と課題 〇米軍三沢基地内を含め、市内には 128 の遺跡が確認されているが、未発見
の遺跡も多いと考えられる。近年は再生可能エネルギー等の大規模な開発
が増加傾向にある。 

 今年度の重点 ○早稲田(１)貝塚・野口貝塚のこれまでの発掘調査成果等を収めた総括報告書
の作成を進め、遺跡内や隣接地等で開発行為が計画された場合には、必要に
応じ試掘調査を実施する。 



★事業目標主要一覧

重点施策 主な事業と取組 指標 Ｒ6年度末 
実績値

Ｒ7年度末 
実績値 

（見込）

Ｒ8年度末 
目標値

全国学力・学習状況調査における正答
率（小学校）※平均値 106 97 104

全国学力・学習状況調査における正答
率（中学校）※平均値 98 99 102

②教科研究指定校事業 研修が授業改善に役立ったと回答した
校内の先生方の割合【校内研のまとめ
より】

― 80% 80%

③市教育振興会連携事業 他校児童との交流が児童生徒の育成に
役立ったと回答した実施校の割合 ― 79% 80%

裸眼視力が1.0未満の児童生徒の割合 小36.3% 小29.5% 小30%

中48.3% 中56.7% 中45%

う歯被患割合 小43.9% 小39.8% 小40%

中20.0% 中21.5% 中20%

⑤児童生徒の健康診断の実施 各種健康診断の総合受診率
ー 100% 100%

⑥フッ素先口の事業 フッ素洗口の実施率 小97.5%
中97.4%

小97.3%
中96.4%

小98%
中98%

⑦食育の推進              
（食育出前授業）

食育出前授業の実施回数
88回 84回 84回

⑦食育の推進           
(給食時間における食に関する指
導)

給食時間における食に関する指導回数

13回 12回 12回

⑦食育の推進               
（がんばるメニュー）

がんばるメニューの提供回数
3回 3回 3回

①学校訪問事業 指導主事派遣回数
42回 56回 45回

②教育研修 教員数に対する参加割合 97.5% 91.7% 90%

③学校教育指導の方針と重点の作
 成・配付

内容に満足している教員の割合     
【計画訪問アンケートより】 100% 80%

①心の教室相談員配置事業 相談延べ件数
1,943件 1,348件 1,300件

②教育相談センター設置事業 相談延べ件数
314件 347件 300件

③適応指導教室設置事業 通室児童生徒数
26人 14人 10人

④ＳＳＷ派遣事業 相談延べ件数
1.277件 511件 600件

(１)確かな学
力・豊かな人間
性・健康な体の
育成    

①学力・知能検査事業

④学校保健会連携事業

(２)児童生徒の
主体的な学びを
支える教員の指
導力向上

(３)自己肯定感
を育てる教育相
談の充実 
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重点施策 主な事業と取組 指標 Ｒ6年度末 
実績値

Ｒ7年度末 
実績値 

（見込）

Ｒ8年度末 
目標値

①学校運営協議会 会議開催数（各校平均回数） ― 3回 3回

②中学校部活動指導員派遣事業 部活動指導員人数 15人 14人 14人

③いじめ防止対策審議会 いじめ認知件数 143件 158件 160件

④豊かな心を育てる生徒指導研究協議
会連携事業

不登校児童生徒数 小32人 小40人 小30人

中65人 中66人 中45人
⑤幼・保・認・小かけ橋事業 小学校１学年不登校児童数 ― 3人 0人

①教育支援委員会事業 教育支援保護者承諾率 ― 94.8% 90%

②中学校における訪問型通級事業 平均訪問回数（生徒一人当たり） 40回 44回 44回

③幼稚園等訪問事業 訪問回数 26回 36回 36回

④医療的ケア児包括支援事業 学校による評価          
（この事業に対する満足度％） ― 75% 75%

⑤要・準要保護学用品費等援助費 全児童生徒に対する「要・準要保護
学用品費等援助費」認定状況 19.0% 18.4% 20%

⑥特別支援教育就学奨励費 全児童生徒に対する「特別支援教育
就学奨励費」認定状況 2.4% 3.0% 3.3%

①各小中学校の施設改修及び予防保全 執行事業数／当該年度予算化事業数
97.0% 98.0% 100%

②第一中学校建替事業 執行事業数／当該年度予算化事業数
― ― 100%

利便性の高い校務支援システムの発
注仕様書の作成 100.0%

市内小中学校と校務支援システムの
設定業者との調整 100%

①ＩＣＴ環境の充実 改善数／当該年度時点で判明してい
る脆弱箇所数 ― 100.0% 100%

②１人１台端末の活用 授業で週３回以上端末を使用した児
童生徒の割合

小80.3%
中90.5%

小85%
中92%

①過重労働による健康障害防止のため
 の健康管理体制

時間外勤務が年720時間以上の教職
員数

小６人
中21人

小 6人
中17人

小0人
中8人

②労働安全衛生管理体制 産業医・契約医師・保健師による面
接指導の件数 19件 20件 20件

③教職員の健康診断（歯科健診含む）
 の実施

職業性ストレス調査実施率 前82.8%
後84.5%

前92.5%
後89.9%

前95%
後95%

(９)学校給食の充実 ①地元産食材の活用の推進 地元産食材の使用率 11.9% 13.0% 13.5%

②郷土料理・世界の料理の提供 郷土料理・世界の料理の提供品数 81回 83回 85回

(10)教育力向上のた
めの人的支援

①学校教育支援員配置事業 学校教育支援員の配置人数
64人 63人 63人

②学校司書派遣事業 学校司書の配置人数 ５人 5人 5人

(４)地域と共に歩む
学校の構築    

(５)共生社会の実現
に向けた支援

(６)快適な教育環境
の整備    

③校務ＤＸの推進

(７)新しい時代の学
びを支えるＩＣＴ環
境の整備

(８)教職員の健康の
保持・増進
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重点施策 主な事業と取組 指標 Ｒ6年度末 
実績値

Ｒ7年度末 
実績値 

（見込）

Ｒ8年度末 
目標値

(11)学習機会の確保 ①奨学金制度の充実 対象者数／予定対象者数（貸付型）
75.0% 58.3% 100%

対象者数／予定対象者数（給付型）
100.0% 100.0% 100%

(12)中学校部活動の
地域展開の推進

①中学校部活動地域展開連絡協議会 会議開催回数
2回 2回

②地域展開受け入れ体制の整備 地域クラブ数
5団体 9団体 11団体

(13)学校・家庭・地
域コミュニティの連
携・協働    

①地域学校協働本部事業 地域学校協働活動を実施率（11/11
校中）ただし、Ｒ6までは三川目小
学校含むため（12/12校中） 100% 100% 100%

②家庭教育学級運営事業

①社会教育活動推進補助 社会教育活動推進団体補助団体数
5団体 5団体 5団体

②公民館事業 公民館事業参加者数
3,247人 3,370人 3,500人

③読書活動推進事業 図書貸出冊数
90,565冊 83,296冊 92,000冊

電子図書貸出数（コンテンツ数）
847点 800点 1,000点

(15)社会教育施設の
活用

①公会堂、公民館、図書館、団体活動
 センター、大空ひろばの適正管理

職員の適正配置
24人 24人 24人

(16)歴史・文化の価
値や魅力に対する理
解と活用

①歴史民俗資料館運営事業 入館者数
1,423人 1,050人 1,700人

②公会堂事業 公会堂事業参加者数
919人 945人 3,800人

①民俗芸能保存会連絡協議会補助 民俗芸能公演会への出演団体数
8団体 8団体 9団体

②発表の機会の充実 民俗芸能公演会参加者数
300人 250人 300人

③民俗芸能アーカイブ事業 記録を実施した保存会
0団体 8団体 2団体

①文化協会補助

②文化活動派遣費補助

③文化賞等及び少年少女文化賞等表彰

①外国語指導助手派遣事業 訪問回数
842回 834回 850回

②英語指導助手派遣事業 AET/ALTとの授業は楽しいと答えて
いる割合

95.4% 95.2% 97%

③中学生イングリッシュキャンプ事業 事業に対する満足度       
【参加者アンケートより】

― 3.7 3.8

④英語推進委員会事業 計画に対する達成度
3.8 4.0 3.8

(14)生涯学習の充実

(17)伝統芸能・技術
の継承

(18)文化・芸能活動
の振興

市民文化祭集客数

6,220人 6,165人 6,970人

(19)英語によるコ
ミュニケーション能
力の育成
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重点施策 主な事業と取組 指標 Ｒ6年度末 
実績値

Ｒ7年度末 
実績値 

（見込）

Ｒ8年度末 
目標値

⑤小学生ジュニアイングリッ
 シュデイ事業

事業に対する満足度                             
【参加者アンケートより】 3.77 3.97 3.8

⑥英語活動科授業研究委託事業 研究会への満足度                                  
【参加者アンケートより】 3.78 3.90 3.8

⑦実用英語技能検定委託事業 英検３級以上取得率
45.2% 43.9% 50%

⑧英語活動科･英語授業の高度化 小中学校英語科研修会参加人数
25人 39人 30人

(20)異なった文化
や習慣をもつ人々
との交流

①外国人講師派遣事業 実施校数
7校 6校 6校

②日米交流学習事業 交流会参加延べ児童数
189人 201人 200人

①児童生徒啓発事業
（ゆめチャレ・中学生派遣）

中学生派遣人数
4人 5人 5人

体験的ワークショップ数
11ブース 10ブース

②新聞配備事業 新聞を読んでいる児童生徒の割合   
（週に１回以上） ―

小8.8％
中3.8％

小10％
中10％

③キャリア教育支援事業 体験活動実施校数
― 11校 11校

④ふるさとMISAWA創造事業 三沢市体験学習協力事業団体数
11団体 15団体

小学６年生の一日の睡眠時間          
（８時間以上の割合） 54.1% 45.3% 50%

中学生２年生の一日の睡眠時間          
（８時間以上の割合） 26.5% 29.2% 30%

②小中９年間を通した性教育 性教育を実施した学校の割合
100% 100% 100%

薬物乱用防止教室を実施した中学校の割
合

100% 80% 100%

③BookLinkプロジェクト 学校図書館での児童生徒１人あたりの貸出冊
数

小26.7冊
中3.0冊

―
小28冊
中3.5冊

学校司書による授業回数
― 25回 50回

(23)文化財の保
護・保存と公開・
活用

①文化財保存活用事業 文化財関連イベント開への参加人数
1,237人 250人 400人

②遺跡発掘調査事業 国史跡指定件数
0件 0件 0件

(19)英語によるコ
ミュニケーション
能力の育成

(21)「ふるさと
MISAWA」を創る
人の育成

(22)「習慣は第二
の天性」の推進

①眠育の推進

45



教 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 参 考 資 料 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考）

三沢市教育委員会基本計画における政策目標に対する主な指標

政策目標 指標
基準値
（R5）

最終目標値
（Ｒ11）

Ｒ7実績値
（見込）

Ｒ8実績値 Ｒ9実績値 Ｒ10実績値

全国学力・学習状況調査における正答率  
（全国比）［小学校６年 中学校３年］

小 106          
中 103 

小 108          
中 105 

小 99.7          
中 99.7 

スポーツテストの平均値（全国比） 小 85             
中 98

小 100            
中 100

小 98.8           
中 98.5

健康で過ごすために、学校で学んだことを普段
の生活に役立てていると感じている児童生徒の
割合（％）

小 84.2   
中 83.4

小 90     
中 90

小 80.0     
中 80.1

学校が分かりやすい授業に努めていると感じて
いる保護者の割合（％） 83.8 85 88.9

自分にはよいところがあると思う児童生徒の割
合（％）

小 81.8            
中 84.5

小 90         
中 90

小 87.9         
中 89.2

困りごとや不安がある時に、先生や学校にいる
大人にいつでも相談できると感じている児童生
徒の割合（％）

小 81.8            
中 84.5

小 90         
中 90

小 74.2         
中 79.2

不登校児童生徒数の出現率（全国比） 小 52           
中 68

全国比
100以下

小   74           
中 100

学校がいじめ防止や不登校対策に努めていると
感じている保護者の割合（％） 83.0 85 85.9

学校教育施設の改修進捗率（％）
100 100 100

学校の授業で、ＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ
機器を週３回以上使用したと答えた児童生徒の
割合（％）

小 66.3           
中 77.0

小 90         
中 90

小 80.3        
中 90.5

学校・家庭・地域の連携と協働が充実している
と感じている保護者の割合（％）

小 88.0            
中 88.3

小 90         
中 90

小 92.3       
中 87.7

地元産食材の使用率（％） 12.8 14 12.9

学校教育支援員の配置人数（人） 61 65 63

給付型奨学金給付者数（人） 5 20 20

地域クラブ等で活動する中学生の割合（％）
約4.0 30 15

１ 知・徳・体の調和
のとれた「未来を開く
力」の育成    

２ 共に学ぶことが楽
しい学校づくり

３ 安心・安全な教育
環境づくり

４ 質の高い支援体制
づくり
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政策目標 指標
基準値
（R5）

最終目標値
（Ｒ11）

Ｒ7実績値
（見込）

Ｒ8実績値 Ｒ9実績値 Ｒ10実績値

学校運営協議会と地域学校協働活動を一体的に
推進する学校の割合（％） 100 100 100

公民館、図書館の利用者で満足と答えた人の割
合（％） 49.2 60 53

文化財、伝統芸能の公開、講座等の開催件数
（件） 4 10 1

公会堂の利用回数（回）

2,679 3,000 2,676

中学校卒業時における実用英語技能検定３級以
上取得率（％） 47.6 70 43.9

学力検査における英語の正答率（全国比） 
［小学校５・６年 中学校１・２年］

小 109     
中 101

小 110         
中 110

小 102       
中 103

学校がコミュニケーション能力が高まるような
英語教育に努めていると感じている保護者の割
合（％）

78.0 85 78.8

将来の夢や目標をもっていると感じている児童
生徒の割合（％）

小 84.2          
中 74.7

小 90          
中 80

小 84.0      
中 68.8

学校が将来の生き方を意識した夢を育む教育に
努めていると感じている保護者の割合（％） 80.0 85 83.2

学校がこどものよりよい習慣づくりに努めてい
ると感じている保護者の割合（％） 87.6 90 92.5

９ 国史跡指定の実現 国史跡指定件数（件）
0 1 0

５ いつでも、どこで
も、誰でも学べる機会
の提供

６ ふるさとの文化継
承と地域発信ができる
文化活動の推進

７ グローバル社会で
生きるコミュニケー
ション能力の育成

８ 未来を創る生き方
教育の推進
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